
 
（様式２） 

処分基準（不利益処分関係） 
 

 
 担当課 森林整備課 検索番号 １－３ 

法令名 森林法 根拠条項 ３８－２ 

不利益処分 無許可行為の中止及び復旧命令 

（根拠規定） 

森林法第３８条第２項 

森林法第３４条第２項の許可を受けず同条第２項の行為をした者若しくは同項の許可に付した

同条第６項の条件に違反して同条第２項の行為をした者又は偽りその他不正な手段により同項の許

可を受けて同項の行為をした者に対し、その行為の中止を命じ、又は期間を定めて復旧に必要な

行為をすべき旨を命ずることができる。 

 
（処分基準） 

○保安林・林地開発の審査基準又は処分基準について（平成１２年６月１３日伺定め） 
 

監督処分 

森林法第38条の規定に基づく監督処分については、次によるものとする。 

１ 監督処分を行うべき場合 

(1) 森林法第38条第１項又は第２項の中止命令は、立木竹の伐採その他の行為が立木

伐採許可又は作業許可を受けずに行われた場合のほか、当該行為が立木伐採許可若

しくは作業許可の内容若しくは許可に付した条件に違反していると認められる場

合、森林法第34条第１項第７号若しくは第２項第４号の規定に該当するものでない

と認められる場合又は偽りその他不正な手段により立木伐採許可若しくは作業許可

を受けたものと認められる場合に行うものとする。 

(2) 森林法第38条第１項又は第３項の造林命令は、立木伐採許可を受けずに立木の伐

採が行われた場合のほか、立木の伐採が、当該許可の内容若しくは当該許可に付し

た条件に違反していると認められる場合、森林法第34条第１項第７号の規定に該当

するものでないと認められる場合若しくは偽りその他不正な手段により当該許可を

受けたものと認められる場合又は森林法第34条の２第１項の届出をせずに行われた

場合であって、造林によらなければ当該伐採跡地につき的確な更新が困難と認めら

れる場合に行うものとする。ただし、違反者が自発的に当該伐採跡地について的確

な更新を図るため必要な期間、方法及び樹種により造林をしようとしている場合は

この限りでない。 

(3) 森林法第38条第２項の復旧命令は、作業許可を受けずに立竹の伐採その他の行為

が行われた場合のほか、当該行為が当該許可の内容若しくは当該許可に付した条件

に違反していると認められる場合、森林法第34条第２項第４号の規定に該当するも

のでないと認められる場合又は偽りその他不正な手段により当該許可を受けたもの

と認められる場合であって、当該違反行為に起因して、当該保安林の機能が失わ

れ、若しくは失われるおそれがある場合又は土砂が流出し、崩壊し、若しくは堆積

することにより付近の農地若しくは森林その他の土地、道路若しくは鉄道その他こ

れらに準ずる設備若しくは住宅若しくは学校その他の建築物に被害を与えるおそれ

がある場合に行うものとする。 

(4) 森林法第38条第４項の植栽命令は、指定施業要件として植栽の方法、期間及び樹

種が定められている保安林において立木の伐採が行われ、当該植栽期間が満了した

後も当該指定施業要件の定めるところに従って植栽が行われていない場合に行うも

のとする。 

２ 監督処分を行うべき時期 

中止命令及び植栽命令にあっては違反行為を発見したとき、造林命令及び復旧命令

にあっては当該命令を行う必要があると認めるとき、それぞれ遅滞なく行うものとす

る。 



３ 監督処分の内容 

(1) 造林命令の内容は、当該保安林について指定施業要件として植栽の方法、期間及

び樹種が定められている場合は、その定められたところによるものとする。 

(2) 森林法第38条第２項に規定する期間は、原則として、命令をする時から１年を超

えない範囲内で定めるものとする。 

なお、同項に規定する「復旧」には、原形に復旧することのほか、原形に復旧す

ることが困難な場合において造林又は森林土木事業の実施その他の当該保安林の従

前の効用を復旧することを含むものとする。 

(3) 森林法第38条第４項に規定する期間は、原則として指定施業要件として定められ

ている植栽の期間の満了の日から１年を超えない範囲で定めるものとする。 

 

 


